
第４分科会  １ 

標題     組合経営改善の取り組みと国の支援策について 

氏名（所属） 国土交通省都市局市街地整備課  本橋 浩行 

１．はじめに 

 土地区画整理事業においては、組合施行が約４割と大きな割合を占めている。組合施行は、財源のうち保留地

の占める割合が高いことから、組合の経営は、宅地需要や地価の動向を強く受ける傾向がある。そのため、近年

の宅地需要の低迷や地価の下落傾向等に伴う収入不足により経営が困難な状態となっている組合が見受けられ

る。 

 国土交通省としては、組合経営の健全化に向けて、定期的な調査により組合経営の実態を把握するとともに、

組合経営の健全化のために効果的な方策について技術的助言及び実際の取り組み事例を示してきたところであ

る。ここでは、これらの取り組みについて包括的に紹介する。 

 

２．組合経営状況の実態調査 

 

（１）調査概要 

  土地区画整理組合の経営状況について、平成１６、１８～２５年度において、次のとおり、実態調査を実施

してきている。 

  ○調査対象･･･国庫補助及び都市計画決定の有無を問わず、事業中の組合すべて 

  ○調査方法･･･都道府県・政令市を通じ、組合に対してアンケートを配布して回収 

  ○調査項目･･･経営状況の推移、資金計画の収入不足の要因、組合の対応策、今後のスケジュール 等 

 

（２）調査結果 

  直近５カ年の調査結果は次のとおりである。 

 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

調査組合数 590組合 564組合 504組合 459組合 454組合 

収入不足が見込まれ

る組合 

47組合 

（8.0%） 

42組合 

（7.4%） 

39組合 

（7.7%） 

40組合 

（8.7%） 

28組合 

（6.2%） 

附則見込額の合計 約349億円 約294億円 約399億円 約434億円 約377億円 

 

（３）収入不足が見込まれる組合の推移 

 収入不足が見込まれる組合数は年々減少している傾向ではあるが、収入不足を解消する組合が存在する一

方、新たに収入不足が確認された組合も存在している。その推移について、以下に示す。 

《平成23年調査》

収入不足

39組合
約399億円

収入不足解消

14組合
（完了・解散1

組合含む）

約96億円

新たに収入不足

11組合

約158億円

引続き収入不足

28組合

約198億円

→ 約241億円

《平成24年調査》

収入不足

40組合

約434億円

収入不足解消

11組合
（完了・解散

2組合含む）

約27億円

引続き収入不足

28組合

約372億円

→ 約340億円

新たに収入不足

12組合

約94億円

《平成25年調査》

内,10億円以上

の収入不足

8組合

収入不足解消

17組合
（完了・解散

1組合含む）

約146億円

引続き収入不足

23組合

約288億円

→ 約290億円

新たに収入不足

5組合

約87億円

収入不足

28組合

約377億円

収入不足

4２組合

約294億円
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（４）収入不足解消地区における経営改善要因 

 平成２５年調査において収入不足を解消した組合は１７組合存在したが、その経営改善要因を調査したとこ

ろ、１３組合において、保留地処分金の増額や市町村単独費投入などにより収入を増額させている。以下に、

経営改善要因及び各組合数を示す。 

 

＜収入増の要因（複数回答）＞ 

○市町村単独費投の増額（６地区）、保留地処分金の増額（５地区）、賦課金徴収等による増額（４地区）、交

付金等の増額（２地区） 

＜支出減の要因＞ 

○事務費の減額（３地区）、施設整備費、移転補償費等の減額（２地区）、借入金利息の減額（２地区） 

 

３．組合経営の健全化に向けた技術的助言の概要 

国土交通省として、組合経営健全化について 

具体的な方策を示すとともに、その運用に当た 

り留意すべき事項を整理して、技術的助言とし 

て平成１８年６月２１日付けで地方公共団体に 

周知した。   

技術的助言の中では、①支出の削減に係る方 

策、②保留地処分方策の見直し、③組合による 

収入確保方策、④関係機関との協議支援に係る 

方策、⑤国等の支援措置の活用、といった方策 

を示している。   

右に、技術的助言の構成を示す。 

 

４．経営改善に資する国等の支援（都市開発資金） 

（１）土地区画整理事業資金融資（事業資金貸付金／保留地取得資金貸付金）の概要 

 都市開発資金の貸付けに関する法律（昭和４１年法律第２０号）に基づき、土地区画整理事業を施行する組

合・個人施行者・区画整理会社あるいは保留地管理法人等に対し、地方公共団体が無利子貸付けを行う場合に、

その資金の一部について、国が無利子で貸付けを行うことにより、組合等の金利負担の軽減や、保留地処分の

促進を図り、円滑な土地区画整理事業の推進を図るものである。 

 組合等が事業の施行等に必要な資金について、国と地方公共団体が協力して事業の立ち上げ資金として、又

は保留地処分金収入があるまでの「つなぎ資金」として活用することができるものである。 

地方公共団体の貸

付額の１／２以内

国(一般会計)

無利子貸付金の流れ

地 方 公 共 団 体
◆事業資金貸付金 ★保留地取得資金貸付金

土地区画整理組合・

個人施行者・区画整理会社等

保留地管理法人

区画整理会社

保留地売却等

保留地の早期売却による

事業費の確保

保留地取得費

の１／2以内

事業費の

１／２以内

収 入

土地区画整理事業の推進

収 入

土地活用等による収益

無利子

償
還

貸
付

償
還

貸
付無利子 償

還
貸
付

保留地の取得
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【制度の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地区要件】（事業資金貸付金・保留地取得資金貸付金 共通） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1．第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第

２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域にあたる区域をいいます。

2．0.1ha以上の市街地再開発事業区又は高度利用推進区が定められている事業に限ります。
3．「防災や市街地の計画的な整備改善に資する道路」とは、次に該当する道路をいいます。

①災害対策基本法に規定する地域防災計画における避難路、消防活動困難の解消に資する道路

②地区計画の地区整備計画区域等の整備に必要な道路
③施行地区内及びその周辺の居住者等による公益的施設（学校、病院、駅、店舗等）の有効な利用を確保するために必要な道路  

 

事業資金貸付金 保留地取得資金貸付金

貸付者
地方公共団体（国は、地方公共団体を通じて貸付け） 地方公共団体（国は、地方公共団体を通じて貸付け）

貸付対
象者

①土地区画整理組合

（事業計画認可前に設立された組合を含む）

②個人施行者

（施行区域内に２人以上の権利者が存ずる場合に限る。また新市街地を除く。）

③区画整理会社

（土地区画整理法第51条の２第２項に規定する区画整理会社）

①以下の要件を満たす保留地管理法人

(1)施行者、組合員又は区画整理会社の議決権を有する者（地権者に

限る）の出資割合が1/2超（地方公共団体施行の場合は1/4超）

(2)個人施行者、組合員、区画整理会社の議決権を有する者（地権者

に限る）又は区画整理会社と地方公共団体の出資割合が1/2超

②区画整理会社

対象費
用

土地区画整理事業を施行する土地区画整理組合、個人施行者又は区画整理

会社が当該土地区画整理事業に要する費用（土地区画整理法施行令第６３条

第１項各号（第８号を除く）に掲げる費用）

※土地区画整理法施行令第６３条第１項の一部が改正され、「工事雑費」及
び「事務費」は、貸付対象費用から除外されている。(平成22年4月1日～)

土地区画整理事業の施行者が保留地の全部又は一部を公募して譲渡しよ
うとしたにも関わらず譲渡することができなかった場合に、当該保留地
の全部又は一部の取得に必要な費用

※施行者が行う公募

・国土交通大臣、都道府県又は市町村にあっては官報、公報その他所

定の手続きにより行う

・その他の施行者にあっては掲示により行う

貸付額
①土地区画整理事業に要する費用の１／２以内 （うち１／２以内を国が貸
付け） かつ

②（貸付単価×施行面積）×１／２以内

貸付単価：平坦地10,100円/㎡、丘陵地16,700円/㎡、都市部等75,200円/㎡

保留地取得に要する費用の１／２以内

（うち １／２以内を国が貸付け）

・保留地の一部を取得する場合でも活用可能

・取得した保留地の利用形態は自由

貸付利
率及び
償還方
法等

貸付利息：無利子

償還期間：８年以内（１０年以内）

据置期間：６年以内（８年以内）

償還期限：組合設立後若しくは施行認可後

１０年以内（１２年以内）又は事業

計画の見直し後１０年以内

償還方法：均等半年賦償還

※（ ）内は事業計画認可前に設立された組合の場合

※事業継続又は引継ぎの場合の一部の貸付金の償還期限及び据置期間は、当
初の貸付からの年数

貸付利息：無利子

償還期間：２５年以内

据置期間：１０年以内

償還方法：均等半年賦償還

（ただし、買い取った土地を譲渡する場合には、当該土地等に係る借入
金の未償還残高を償還する必要があります）

その他
貸付者が認めた担保または保証人が必要

既
成
市
街
地

整備される
道路の幅員

施行後の
公共
用地率

１５％
以上

施行面積

◎次のいずれかに該当

する道路を含む。
①９ｍ以上

②６ｍ以上
（防災や市街地の計画

的な整備改善に資する

道路を整備する場合

（＊3）
但し施行面積５ha以上

の地区は８ｍ以上）

◎次のいずれにも該当
①０．４ha以上
②２００/容積率（%）
ha以上

例：容積率が４００％
の場合、０．５ha
以上

市街地要件等

◎次のいずれにも該当
①ＤＩＤ内またはこれに隣接する区域内
②住居系用途地域、商業系用途地域又は工業系用途地域の区域内（＊1）

都市整備型

景観計画
区域設定型

◎次のいずれにも該当
①０．２ha以上
②１００/容積率（%）
ha以上

例：容積率が４００％
の場合、０．２５ha
以上

６ｍ以上（施行面積５ha
以上の地区は８ｍ以上）

１５％
以上

６ｍ以上（施行面積５ha
以上の地区は８ｍ以上）

１５％
以上

市街地再開発
事業区設定型
または、

高度利用推進
区設定型（＊2）

新
市
街
地

◎次のいずれかに該当
①新たに造成される住宅市街地の面積が施行地区の大部分（概ね７０％以上）を占める
②１住区以上の住宅市街地が新たに造成される

都市整備型

５ha以上

１２ｍ以上
２２％
以上

景観計画
区域設定型 ８ｍ以上

２２％
以上
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（２）土地区画整理事業資金のメリット 

 土地区画整理事業資金の貸付を受ける場合のメリットには、以下のような点がある。 

 ①事業の早期化・資金の確保 

 （事業資金貸付金） 

・組合設立後の早い段階から必要な資金の調達が可能（保留地処分までのつなぎ資金の確保が可能） 

 （保留地取得資金貸付金） 

  ・公募で売却できない保留地の早期売却が可能 

・保留地の売却により事業費の確保ができ、土地区画整理事業の早期終息が可能 

 ②低コスト化  

（事業資金貸付金） 

 ・無利子により借入金の金利負担の軽減が可能 

（保留地取得資金貸付金） 

 ・土地区画整理事業が早期の終息による事務コストの低減が可能 

③時間的猶予 

（保留地取得資金貸付金） 

 ・保留地の暫定的活用が可能 

 ・保留地売却までの時間的猶予ができ、最終的な売却方法等の再検討が可能 

 

（３）土地区画整理事業資金の活用事例 

 土地区画整理事業資金の活用事例には次のようなものがある。 

 適切なタイミングで都市開発資金の貸付けによる事業資金を確保することができたので、事業を予定通り実施できた

経済情勢の急激な変化等により、事業資金調達に苦慮していたところ、都市開発資金の借り受けができ、事業資金を得ることが

できたので、予定通り事業を進めることができた。

 無利子借り入れにより事業費が低減でき、事業収支が改善した

金融機関からの借入予定額の一部を、都市開発資金（無利子貸付金）に切り替え、利子負担額を減少させた結果、総事業費の圧

縮ができ、事業収支を改善することができた。圧縮分を保留地価格に反映させた結果、早期に保留地を処分することができた。

保留地処分ができずに長期化していた事業で、都市開発資金を活用したおかげで保留地管理法人が保留地を取得でき、換地処

分に至ることができた

保留地処分ができなかったため、長期にわたり換地処分ができずに地権者の土地利用に支障が生じていた。都市開発資金の無

利子貸付を活用し、保留地管理法人が保留地を取得することができたことで区画整理事業を完了することができた。保留地管理法

人は処分先がみつかるまでの間は、駐車場として土地を活用した。
 

 

５．おわりに 

 組合の経営改善については、事業の進捗状況により適切な対策を行う必要があるとともに、事業が進捗するほ

どその取り得る対策は限定されてくる。したがって、国土交通省においては、引き続き、組合経営の実態調査を

実施するとともに、経営改善に向けた具体的な取組み事例の紹介等を通じて、組合経営の健全化を支援していき

たい。 

 


